
様式３（事業評価調書）
事業評価（目的設定、中間評価、事後評価） （評価年度：令和６年度）

秋田県警察運営の基本方針と重点目標
重点目標 県民を犯罪等から守るための取組

施策の方向性 特殊詐欺の被害防止対策の推進

事業名
特殊詐欺被害防止事業

事業年度
Ｒ４ 年度～

年度
所属名 警察本部生活安全部生活安全企画課
係名 犯罪抑止対策係

１ 事業実施の背景及び目的
県内の特殊詐欺被害については、認知件数、被害額ともに前年を大きく上回っており、特に被害

額については過去最高の５億円を超えていることから、特殊詐欺の被害防止に向けた各種対策を一
層推進する必要がある。

２ 事業概要及び財源 （単位：千円）

事業内訳 概要
翌(今)年度 前年度 最終年度

予算額 決算(見込)額 決算(見込)額

特殊詐欺被害防止に 電子マネー購入者に、電子マ
１ 要する経費 ネー被害防止封筒を配布して 902 902

特殊詐欺被害を阻止する。

２

３

４

その他合計（ 件）

財政内訳 左の説明 902 902
国 庫補助金
県 債
そ の 他
一 般 財 源 902 902

３ 事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

指 標 名
指 標 式
出 典
把握時期
年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度

目標ａ
実績ｂ
ｂ／ａ

指 標 名
指 標 式
出 典
把握時期
年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度 ○年度

目標ａ
実績ｂ
ｂ／ａ



◎指標を設定することができない場合の把握方法

①指標を設定することができない理由

本事業は県民の安全で安心な暮らしを確保するため、特殊詐欺の被害を１件でも減らすことを目
的として取り組む事業であることから、指標を設定するのは困難である。

②見込まれる効果及び具体的な把握方法（データの出典含む）

電子マネーを使用した特殊詐欺被害件数

４ 中間評価
(1) 必要性（現状の課題に照らした妥当性）

特殊詐欺被害のうち、電子マネーを使用した被害が全体の約40パーセントを占
判 ａ 理 めている現状から、コンビニエンスストア従業員の声掛けによって水際で特殊詐
定 由 欺被害を防止することは非常に有効であるため、本事業の必要性を認める。

（判定基準） ａ：必要性が高い ｂ：一定の必要性がある ｃ：必要性が低い

(2) 有効性（事業目標の達成状況）
※指標設定ができない場合「ｂ」判定以下とする。

※二つの指標を設定し、達成率100.0％未満の指標がある場合は、達成率の平均値により判定する。

令和５年中、コンビニエンスストア従業員の声掛けにより、64件(阻止額約715
判 ｂ 理 万円)の被害を未然に防止しており、電子マネー被害防止封筒を活用した対策が
定 由 積極的な声掛けや警察通報に結び付いている。

（判定基準） ａ：有効性が高い(達成率が100.0％以上) ｂ：一定の有効性がある(ａ、ｃ以外の場合） ｃ：有効性が低い(達成率が80.0％未満)

(3) 効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）
令和５年中、20万枚の電子マネー被害防止封筒を作成し、県内全てのコンビニ

判 ａ 理 エンスストアに配布して、積極的な声掛けを呼び掛けた。電子マネー取扱い店の
定 由 従業員による声掛けは、特殊詐欺抑止の最後の砦である。

（判定基準） ａ：効率性が高い ｂ：一定の効率性がある ｃ：効率性が低い

(4) 総合評価
前 【総合評価の判定基準】

判 Ｂ 回 Ａ 「Ａ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの

定 結 「Ｂ」：「Ａ」「Ｃ」以外の判定のもの

果 「Ｃ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

５ 課題と今後の対応方針
(1) 事業推進上の課題
電子マネーを取り扱うコンビニエンスストアの現状として、従業員の大半がアルバイトで入れ替

えが激しいため、電子マネー被害防止封筒の活用及び電子マネー購入者に対する声掛けを全従業員
に浸透させることなどが課題である。

(2) 今後の対応方針
今後も継続して、全従業員に対し、電子マネー被害防止封筒の活用を依頼するとともに、各店舗

における継続した声掛け訓練などを実施し、被害防止を図っていく。



６ 事後評価
(1) 有効性（事業目標の達成状況）

※指標設定ができない場合「ｂ」判定以下とする。

※二つの指標を設定し、達成率100.0％未満の指標がある場合は、達成率の平均値により判定する。

判 理
定 由

（判定基準） ａ：有効性が高い(達成率が100.0％以上) ｂ：一定の有効性がある(ａ、ｃ以外の場合） ｃ：有効性が低い(達成率が80.0％未満)

(2) 効率性（限られた予算で効果を発揮するために努力した内容）

判 理
定 由

（判定基準） ａ：効率性が高い ｂ：一定の効率性がある ｃ：効率性が低い

(3) 総合評価
【総合評価の判定基準】

判 「Ａ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ａ」判定のもの

定 「Ｂ」：「Ａ」「Ｃ」以外の判定のもの

「Ｃ」：「必要性」「有効性」「効率性」の観点が全て「ｃ」判定のもの

７ 類似事業の企画立案に当たっての課題


